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厚 生 労 働 省 老 健 局 

高齢者支援課、認知症施策・地域介護推進課、老人保健課 

 

貴関係諸団体に速やかに送信いただきますよう

よろしくお願いいたします。 

 

各都道府県介護保険担当課（室） 
各市町村介護保険担当課（室） 
各介護保険関係団体      御 中 
←厚生労働省老健局 高齢者支援課、認知症施策・地域介護推進課、老人保健課 

 

今回の内容 

「令和６年度介護報酬改定に関する

Ｑ＆Ａ（Vol.１）（令和６年３月 

15 日）」の送付について 
計 112 枚（本紙を除く） 

連絡先  T E L  : 03-5253-1111(内線 3971、3979、3938) 

F A X  : 03-3595-4010 
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事 務 連 絡 

令和６年３月 15日 

 

都道府県 

各 指定都市 介護保険主管部（局） 御中 

中 核 市 

 

厚生労働省老健局老 人 保 健 課 

高 齢 者 支 援 課 

認知症施策・地域介護推進課 

 

 

「令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和６年３月 15日）」

の送付について 

 

 

介護保険制度の運営につきましては、平素より種々ご尽力をいただき、厚く御

礼申し上げます。 

「令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和６年３月 15 日）」

を送付いたしますので、貴県又は貴市におかれましては、御了知の上、管下市町

村又は事業所等への周知を徹底し、その取扱いに当たっては遺漏なきよう、よろ

しくお願い申し上げます。 
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【介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、地域密着型介護老人福祉施設、看護

小規模多機能型居宅介護】 

○ 排せつ支援加算全般について 

問 177 排尿又は排便状態が一部介助から見守り等に変わった場合は、排せつの状態の

改善と評価してよいか。 

（答） 

・ よい。 

 

・ なお、見守り等については、様式に記載されている「評価時点の排せつの状態」の項目

において、「見守りや声かけ等のみで『排尿・排便』が可能」で「はい」が選択されて

いる場合、見守り等とみなす。 

 

【特別養護老人ホーム】 

○ 宿直員の配置について 

問 178 特別養護老人ホームにおいて、夜勤職員とは別に、宿直者を配置する必要があるか。 

（答） 

  社会福祉施設等において面積にかかわらずスプリンクラー設備の設置が義務付けられ

るなど、消防用設備等の基準が強化されてきたことや、他の施設系サービスにおいて宿直

員の配置が求められていないこと、人手不足により施設における職員確保が困難である

状況等を踏まえ、夜勤職員基準を満たす夜勤職員を配置している場合には、夜勤職員と別

に宿直者を配置しなくても差し支えない。ただし、入所者等の安全のため、宿直員の配置

の有無にかかわらず、夜間を想定した消防訓練等を通じて、各施設において必要な火災予

防体制を整えるよう改めてお願いする。 

 

※「平成 27年度介護報酬改定に関する Q&A（Vol.1）（平成 27年４月１日）の問 137及び問

138は、削除する。 
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【居宅療養管理指導】 

○ 管理栄養士による居宅療養管理指導 

問 92 管理栄養士の居宅療養管理指導において、一時的に頻回の栄養管理を行う必要が

ある旨の特別の指示は、同月に２回の指示を出すことはできるか。 

（答） 

できない。一時的に頻回の栄養管理を行う必要がある旨の特別の指示は、その指示の終

了する日が属する月に出すことはできない。 

 

問 93 医師が訪問診療を行った同日に管理栄養士による居宅療養管理指導を実施した

場合、算定をできるか。 

（答） 

できる。 

 

※管理栄養士による居宅療養管理指導については、平成 15年度介護報酬改定に関するＱ＆

Ａ（Vol.151）（平成 15年５月 30日）問６を適用せず、上記 Q&Aを適用する。 

 

【短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護】 

○ 長期利用の適正化について 

問 94 令和６年４月１日時点で同一事業所での連続利用が 60 日（介護予防短期入所生

活介護の場合は 30 日）を超えている場合、４月１日から適正化の単位数で算定され

るという理解でよいか。 

（答） 

令和６年４月１日から今回の報酬告示が適用されるため、それ以前に 60日（介護予防

短期入所生活介護の場合は 30日）を超えている場合には、４月１日から適正化の対象と

なる。 

 

問 95 長期利用の適正化によって、指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する

基準 別表８注 23（指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準 別

表６注 17）に定められた単位数を算定した場合、（介護予防）短期入所生活介護の加

算や減算は適正化後の単位数にかかることとなる理解でよいか。 

（答） 

貴見の通り。例えば、適正化の対象利用者に定員超過利用減算がかかる場合は、適正化

後の所定単位数に百分の七十を乗じて得た単位数を用いて算定する。 

 




